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公公益益社社団団法法人人  全全国国宅宅地地建建物物取取引引業業保保証証協協会会埼埼玉玉本本部部  

令令和和 44 年年度度  事事業業報報告告書書  
自：令和 4 年 4月 01 日 

至：令和 5 年 3月 31 日 
 
政府は、国内経済が世界的な原材料価格の上昇や欧米各国の金融引締め等による景気後退懸念な

どの影響を受ける中、消費者物価の上昇抑制を図るため、電気・ガス・価格激変緩和対策事業、新
たな借換保証制度（コロナ借換保証）の創設等の対策を講じた。 

埼玉県の令和 5 年地価公示の平均変動率では、住宅地・商業地ともにプラス 1.6％でいずれも 2
年連続の上昇、工業地においてはプラス 3.1％と 10 年連続の上昇であった。 

宅地建物取引に関する法律等では、土地の用途にかかわらず危険な盛土等を包括的に規制する
「宅地造成等規制法の一部を改正する法律」が成立し（施行期日令和 5年 5 月 26 日）、重要事項説
明に新たな説明義務が追加されることとなった。 

このような状況のもと、令和 4 年度も当本部は宅地建物取引業法第 64 条の 3 に定められている
苦情相談・苦情解決業務、研修業務及び弁済業務等を実施し、公益社団法人埼玉県宅地建物取引業
協会（以下「宅建協会」という）との連携のもと、一般消費者の利益の擁護と会員及び宅地建物取
引業者等の資質向上に邁進した。以下、詳細については事業ごとに報告する。 

なお、各事業を遂行する際には、新型コロナウイルスの感染拡大防止に取り組みながら実施した。 
 
ⅠⅠ．．公公益益目目的的事事業業のの実実施施 
１１．．苦苦情情相相談談・・苦苦情情解解決決業業務務【【公公益益目目的的事事業業 11】】  

苦情解決申出（宅地建物取引業法第 64 条の 5 第 1 項により宅地建物取引業者の相手方等から社
員の取り扱った宅地建物取引業に係る取引に関する苦情）を 17 件受付して、当事者間の自主解決
を促すとともに、自主解決が困難な苦情解決申出については、弁済移管案件に係る証拠書類の収集
と事情聴取等を行い、申出債権金額の内容を精査及び特定して、保証協会中央本部弁済業務委員会
へ認証申出書（宅地建物取引業法第 64 条の 8第 2 項）及び証拠書類等を 7 件回付した。 
  
 (1)苦情申出・処理結果一覧表（過年度申出含む） 

 
(2)苦情解決申出審議一覧表（過年度申出含む） 

苦情・弁済番号 申出債権内容 申出債権額（円） 

R03-2     827 土地売買契約における融資利用条項に基づく手付金返還請求権 1,000,000 

30-17     828 土地の売買契約における損害賠償請求権（原野商法） 2,000,000 

R03-4     829 賃貸借契約の媒介時の調査説明における損害賠償請求権 1,867,868 

R04-3     830 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 300,000 

R04-5   831 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 500,000 

R04-7     832 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 700,000 

R04-2     833 中古戸建住宅の媒介時の調査説明における損害賠償請求権 4,501,147 

合  計 7 件 10,869,015 

 

(3)総務財務・苦情解決委員研修会の実施 

  
２２．．情情報報提提供供業業務務【【公公益益目目的的事事業業 22】】  
(1)ハトマーク不動産セミナーの実施 

一般消費者を対象に宅建協会との共催で、埼玉県の後援のもと 2回開催した。 

 
(2)消費者への情報提供 

不動産取引等に関する重要な事項の消費者への情報提供として、「住宅賃貸借契約の注意事項」、

前年度未処 

理繰越件数 

本年度苦情 

申 出 件 数 

本 年 度 処 理 件 数 次年度未処 

理繰越件数 解 決 弁 済 移 管 弁 済 枠 無 撤 回 

10 17 3 7 0 1 16 

総務財務・苦情解決委員研修会の開催概要  

8 月 19 日（金）15:30～16:30／埼玉県宅建会館 研修ホール／「苦情解決・弁済業務について」顧問弁護士 、 

「事情聴取会の留意点他」事務局 事業推進課／受講者数：13 名（総務財務・苦情解決委員会委員） 

「ハトマーク不動産セミナー」開催概要  

＜第 1 回＞ 11 月 12 日（土）13:30～15:45／大宮ソニックシティ／「知っておきたい財産分与のポイント」司法書士 ＜第 2 回＞ 12 月 9 日（金）

13:30～15:45／埼玉県宅建会館／「相続と不動産に役立つ税務のはなし」税理士／受講者数：52 名（第 1 回：21 名、第 2 回：31 名） 
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「不動産売買契約の注意事項」を協会本部ホームページ・Facebook・Instagram に掲載した。 
さらに、協会本部ホームページを通じて「原野商法の注意喚起」の周知に努めた。 

 
(3)広報誌・ホームページ等による情報提供 
①広報誌による情報提供 

宅建業法を中心とした関係法令や制度の周知、不動産無料相談等の協会公益事業の啓発を行った。 
②ホームページ等による情報提供 

ホームページ及び SNS（Facebook・Instagram・twitter・LINE）を随時更新し、関係法令や宅地
建物取引士法定講習会、消費者向けセミナー等の情報をリアルタイムに発信した。 
 
３３．．研研修修業業務務【【公公益益目目的的事事業業 22】】  
(1)宅建業者法定研修会 

「宅地建物取引業法第 64 条の 6」に基づく研修会の受講方式を、集合研修型と WEB 研修型の併用
により実施した。なお、集合研修全 5 会場において出席者を対象に人権意識向上に向けたアンケー
ト調査を実施した。 

 
 (2)宅地建物取引業免許 新規取得者向け研修会の実施 

主に宅建業の新規免許取得者を対象として、不動産関係法令等の解説を中心とした無料の研修
会を 2 回開催した。 

  
４４．．弁弁済済業業務務【【公公益益目目的的事事業業 33】】  

保証協会中央本部の認証決定に基づく弁済業務保証金の還付、求償及び認証拒否に基づく拒否
通知の手続きを厳正に実施した。 
 
(1)保証協会中央本部認証一覧表（過年度弁済移管含む） 

苦情・弁済番号 申出債権内容 弁済金額（円） 

R03-2     827 土地売買契約における融資利用条項に基づく手付金返還請求権 1,000,000 

合  計 1 件 1,000,000 

 
(2)保証協会中央本部認証拒否一覧表（過年度弁済移管含む） 

苦情・弁済番号 申出債権内容 申出債権額（円） 

R01-7   814 賃貸借契約の媒介における損害賠償請求権 6,679,625 

30-11     826 土地の売買契約における損害賠償請求権（原野商法） 2,200,000 

30-17     828 土地の売買契約における損害賠償請求権（原野商法） 2,000,000 

R03-4     829 賃貸借契約の媒介時の調査説明における損害賠償請求権 1,867,868 

R04-3     830 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 300,000 

R04-5   831 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 500,000 

R04-7     832 土地売買契約における手付金返還請求権（原野商法） 700,000 

合  計 7 件 14,247,493 

  
５５．．手手付付金金等等保保管管・・手手付付金金保保証証業業務務【【公公益益目目的的事事業業 33】】  
(1)手付金等保管業務 

本事業に関する会員からの問い合わせについては、保証協会中央本部作成の手付金等保管事業方
法書及び解説等に基づき的確に対応し事業の周知に努めたが、本年度の利用はなかった。 
 
(2)手付金保証業務 

本事業に関する会員からの問い合わせについては、保証協会中央本部作成の手付金保証業務方法

「宅建業者法定研修会（集合研修）」開催概要 

日程 会場 日程 会場 

10/13 ウェスタ川越「大ホール」 11/21 レイボックホール（市民会館おおみや）「大ホール」 

10/25 埼玉会館「大ホール」 11/28 越谷サンシティホール「大ホール」 

11/07 熊谷文化創造館(さくらめいと)「太陽のホール」 受講者数：1,230 名 

第 1 部「不動産取引における宅建業法上の注意事項」埼玉県都市整備部建築安全課（13:15～13:55）  ＊開会 13:00 閉会 16:30 

第 2 部「公正競争規約改正に関する留意点」公益社団法人 首都圏不動産公正取引協議会（13:55～14:45） 

第 3 部「失敗事例から学ぶ重説書・契約書の記載要領」東急リバブル㈱ 常勤監査役 橋本明浩 氏（15:00～16:30） 
 

 「宅建業者法定研修会（WEB 研修）」開催概要 

協会ホームページ内に「宅建業者法定研修会」の WEB 研修ページを設置。9/30～11/30 の期間提供した。全編視聴数：1,017 件 
 

「宅地建物取引業免許 新規取得者向け研修会」開催概要 

＜第 1 回＞7 月 22 日（金） ＜第 2 回＞1 月 23 日（月）／13:30～16:25／埼玉県宅建会館／受講者数:82 名（第 1 回 44 名、第 2 回 38 名）／ 

①「企業の仕事と人権」埼玉県県民生活部人権・男女共同参画課、②「気をつけたい!不動産トラブル事例の解説」(一財)不動産適正取引推進

機構、③「違反事例から見る不動産広告のポイント」(公社)首都圏不動産公正取引協議会、＊紙上研修用資料提供「不動産取引における注意

事項について」埼玉県都市整備部建築安全課宅建相談・指導担当 
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書及び解説等に基づき的確に対応し事業の周知に努めたが、本年度の利用はなかった。 
 
ⅡⅡ．．法法人人管管理理  
１１．．広広報報業業務務 
(1)広報誌による情報提供 

宅建協会と共同して、広報誌「宅建ニュース」を年 2 回発行した。 
 
２２．．総総務務  
(1)総務業務の適正な運営を図るため、総務財務・苦情解決委員会を年 3回開催した。 
(2)新規免許取得者の入会を確保するため、宅建協会と連携して PR チラシ・パンフレットを配布した。 
(3)会員の入退会業務を的確に実施するとともに、弁済業務保証金分担金の供託・返還手続き等の
事務処理を適正に実施した。 
(4)会費徴収事務については、宅建協会に委託して行った。 
(5)正会員名簿記載事項に変更の生じた会員に変更届の提出を促すなど会員情報の整備に努めた。 
(6)会務運営を円滑に行うため、総会・各種会議・委員会開催状況（別表 1）並びに事業内容の把握に努めた。  
 
３３．．財財務務  
(1)財務業務の適正な運営を図るため、総務財務・苦情解決委員会を年 3回開催した。 
(2)保証協会中央本部との連携を密にし、予算及び決算業務について公益法人会計基準に準拠した
会計処理を適正に行った。また、事業執行に伴う会計状況を正確に把握した。 
(3)保証協会中央本部との連携のもと会費の徴収及び管理徹底に努めた。 
(4)会計処理について監事による監査を始め、専門的立場から顧問公認会計士による指導及び助言
を受け、適正な会計処理の徹底に努めた。 
 
４４．．そそのの他他  
(1)今年度、除名申出はなかった。  
(2)会員交流の実施  

新規免許取得者研修会において受講者の座席を県内東西南北の 4 エリアに分けた着座配置とし
て、同じブロックに着席の方は商圏が比較的近い方同士であるという認識のもと人間関係構築を促
した。 
  
（（別別表表 11））令令和和 44 年年度度  会会議議等等開開催催一一覧覧表表  

会議名 回数 開催日 

総会 1 5/26 

幹事会 6 4/26 5/26 6/22 9/26 12/20 3/16  

常任幹事会 3 9/5 12/5 3/3 

総務財務・苦情解決委員会 6 4/18 8/19 8/29 10/27 12/15 2/13 

法令遵守委員会 3 7/12 12/10 2/21 

広報委員会 4 4/19 8/9 11/9 2/27 

監査会 2 4/19 11/11 
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公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会埼玉本部 （単位：円）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

（１）現金預金

普通預金

現金預金合計

（2）その他流動資産

前払金

その他流動資産合計

流動資産合計

２．固定資産

（1）特定資産

運営準備金積立資産

長期返還引当資産

特定資産合計

（2）その他固定資産

什器備品

差入保証金

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

入会金預り金

事務手数料預り金

分担金預り金

会費預り金

返還金等預り金

預り金

前受金

流動負債合計

２．固定負債

長期返還金等預り金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ　正味財産の部

1．一般正味財産

（うち特定資産への充当額）

正味財産合計

負債及び正味財産合計

40,000 0 40,000

202,605 173,793 28,812

24,238,653 17,810,470 6,428,183

92,970,278 97,285,046 △ 4,314,768

158,765,138 165,752,102 △ 6,986,964

92,970,278 97,285,046 △ 4,314,768

(36,000,000) (39,000,000) (△ 3,000,000)

65,794,860 68,467,056 △ 2,672,196

41,253,602 47,628,793 △ 6,375,191

41,253,602 47,628,793 △ 6,375,191

24,541,258 20,838,263 3,702,995

6,000 0 6,000

0 2,100,000 △ 2,100,000

54,000 54,000 0

0 700,000 △ 700,000

115,973,604 126,976,108 △ 11,002,504

158,765,138 165,752,102 △ 6,986,964

38,720,000 40,320,000 △ 1,600,000

38,720,002 40,347,315 △ 1,627,313

2 27,315 △ 27,313

41,253,602 47,628,793 △ 6,375,191

77,253,602 86,628,793 △ 9,375,191

36,000,000 39,000,000 △ 3,000,000

42,791,534 38,775,994 4,015,540

0 14,490 △ 14,490

0 14,490 △ 14,490

42,791,534 38,761,504 4,030,030

42,791,534 38,761,504 4,030,030

貸　借　対　照　表
令和05年03月31日現在

科　　　　目 当年度 前年度 増　　減
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公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会埼玉本部 （単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）　経常収益

①　受取入会金等交付金

受取入会金交付金

受取事務手数料交付金

　　 受取入会金等交付金計

②　受取会費交付金

受取会費交付金

　　 受取会費交付金計

③　受取退会等事務負担金交付金

受取退会等事務負担金交付金

　　 受取退会等事務負担金交付金計

④　受取運営交付金

受取運営交付金

　　 受取運営交付金計

⑤　雑収益

雑収益

　　雑収益計

経常収益計

（２）　経常費用

①　事業費

苦情相談・解決業務費

研修業務費

広報情報提供業務費

弁済業務費

事業人件費

給与諸手当

通勤手当

法定福利費

福利厚生費

退職給付支払負担金

事業経費

通信費

事務用品費

事務機使用料

賃借料

共益費

   　事業費計

正味財産増減計算書
令和04年04月01日から令和05年03月31日まで

科　　　　目 当年度 前年度 増　　減

14,950,000 18,600,000 △ 3,650,000

480,000 300,000 180,000

15,430,000 18,900,000 △ 3,470,000

15,399,000 15,489,250 △ 90,250

15,399,000 15,489,250 △ 90,250

3,900,000 3,490,000 410,000

3,900,000 3,490,000 410,000

16,868,599 17,204,800 △ 336,201

16,868,599 17,204,800 △ 336,201

45,038 24,000 21,038

45,038 24,000 21,038

51,642,637 55,108,050 △ 3,465,413

1,420,243 1,785,557 △ 365,314

1,290,153 1,838,537 △ 548,384

378,119 355,101 23,018

58,082 668 57,414

23,194,582 20,024,918 3,169,664

525,910 447,857 78,053

3,017,770 1,669,360 1,348,410

432,435 413,556 18,879

162,326 165,475 △ 3,149

261,264 261,264 0

3,360,000 3,360,000 0

126,000 126,000 0

38,523,699 34,233,874 4,289,825

4,174,250 3,719,102 455,148

122,565 66,479 56,086
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公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会埼玉本部 （単位：円）

正味財産増減計算書
令和04年04月01日から令和05年03月31日まで

科　　　　目 当年度 前年度 増　　減

②　管理費

管理人件費

給与諸手当

雑給

通勤手当

法定福利費

福利厚生費

退職給付支払負担金

地方本部会議費

地方総会費

幹事会費

常任幹事会費

監査会費

総務財務委員会費

その他会議費

管理費

広報宣伝費

旅費交通費

通信費

什器備品減価償却費

事務用品費

顧問料

事務機使用料

消耗品費

賃借料

共益費

差入保証金償却賃料

保険料

会費徴収事務費

雑費

   　管理費計

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額

２．経常外増減の部

（１）　経常外収益

①　返還不能分担金繰入収益

返還不能分担金繰入収益

経常外収益計

（２）　経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

9,940,536 8,582,109 1,358,427

0 371,735 △ 371,735

225,390 191,939 33,451

1,293,330 715,440 577,890

1,788,966 1,593,895 195,071

52,527

2,177,735 1,754,538 423,197

917,053 521,643 395,410

129,589 169,061 △ 39,472

30,068 50,784 △ 20,716

606,715 419,827 186,888

185,332 177,236 8,096

114,170 114,170 0

69,568 70,916 △ 1,348

985,874 983,912 1,962

0

111,972 111,972 0

30,470 12,650 17,820

1,440,000 1,440,000 0

54,000 54,000 0

19,320 14,490 4,830

1,600,000 1,600,000

502,900 502,700 200

259,716 812,132 △ 552,416

24,404,582 22,394,301 2,010,281

62,928,281 56,628,175 6,300,106

△ 11,285,644 △ 1,520,125 △ 9,765,519

△ 11,285,644 △ 1,520,125 △ 9,765,519

6,970,876 1,826,013 5,144,863

6,970,876 1,826,013 5,144,863

0 0 0

6,970,876 1,826,013 5,144,863

△ 4,314,768 305,888 △ 4,620,656

97,285,046 96,979,158 305,888

92,970,278 97,285,046 △ 4,314,768

0 0 0

0 0 0

0 0 0

92,970,278 97,285,046 △ 4,314,768

28,491 24,036

96,218 100,650 △ 4,432

27,313 27,313 0

1,745,820 1,972,698 △ 226,878
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（
単

位
：

円
）

苦
情

相
談

・
解

決
研

修
・

情
報

提
供

保
証

業
務

共
通

小
計

Ⅰ
.一

般
正
味
財
産
増
減
の
部

　
１
.経

常
増
減
の
部

　
（
１
）
経
常
収
益

　
　
①
受
取
入
会
金
等
交
付
金

(
)
(

)
(

)
(

7
,
7
1
5
,
0
0
0
)
(

7
,
7
1
5
,
0
0
0
)
(

7
,
7
1
5
,
0
0
0
)
(

1
5
,
4
3
0
,
0
0
0
)

　
　
　
受
取
入
会
金
交
付
金

7
,
4
7
5
,
0
0
0

7
,
4
7
5
,
0
0
0

7
,
4
7
5
,
0
0
0

1
4
,
9
5
0
,
0
0
0

　
　
　
受
取
事
務
手
数
料
交
付
金

2
4
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

4
8
0
,
0
0
0

　
　
②
受
取
会
費
交
付
金

(
)
(

)
(

)
(

7
,
6
9
9
,
5
0
0
)
(

7
,
6
9
9
,
5
0
0
)
(

7
,
6
9
9
,
5
0
0
)
(

1
5
,
3
9
9
,
0
0
0
)

　
　
　
受
取
会
費
交
付
金

7
,
6
9
9
,
5
0
0

7
,
6
9
9
,
5
0
0

7
,
6
9
9
,
5
0
0

1
5
,
3
9
9
,
0
0
0

　
　
③
受
取
退
会
等
事
務
負
担
金
交
付
金

(
)
(

)
(

)
(

1
,
9
5
0
,
0
0
0
)
(

1
,
9
5
0
,
0
0
0
)
(

1
,
9
5
0
,
0
0
0
)
(

3
,
9
0
0
,
0
0
0
)

　
　
　
受
取
退
会
等
事
務
負
担
金
交
付
金

1
,
9
5
0
,
0
0
0

1
,
9
5
0
,
0
0
0

1
,
9
5
0
,
0
0
0

3
,
9
0
0
,
0
0
0

　
　
④
受
取
運
営
交
付
金

(
)
(

)
(

)
(

8
,
4
3
4
,
3
0
0
)
(

8
,
4
3
4
,
3
0
0
)
(

8
,
4
3
4
,
2
9
9
)
(

1
6
,
8
6
8
,
5
9
9
)

　
　
　
受
取
運
営
交
付
金

8
,
4
3
4
,
3
0
0

8
,
4
3
4
,
3
0
0

8
,
4
3
4
,
2
9
9

1
6
,
8
6
8
,
5
9
9

　
　
⑤
雑
収
益

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

4
5
,
0
3
8
)
(

4
5
,
0
3
8
)

　
　
　
雑
収
益

4
5
,
0
3
8

4
5
,
0
3
8

　
経
常
収
益
計

2
5
,
7
9
8
,
8
0
0

2
5
,
7
9
8
,
8
0
0

2
5
,
8
4
3
,
8
3
7

5
1
,
6
4
2
,
6
3
7

　
(２
)経

常
費
用

　
　
①
事
業
費

　
　
　
　
苦
情
相
談
・
解
決
業
務
費

(
1
,
4
2
0
,
2
4
3
)
(

)
(

)
(

)
(

1
,
4
2
0
,
2
4
3
)
(

)
(

1
,
4
2
0
,
2
4
3
)

　
　
　
　
研
修
業
務
費

(
)
(

1
,
2
9
0
,
1
5
3
)
(

)
(

)
(

1
,
2
9
0
,
1
5
3
)
(

)
(

1
,
2
9
0
,
1
5
3
)

　
　
　
　
広
報
情
報
提
供
業
務
費

(
)
(

3
7
8
,
1
1
9
)
(

)
(

)
(

3
7
8
,
1
1
9
)
(

)
(

3
7
8
,
1
1
9
)

　
　
　
　
弁
済
業
務
費

(
)
(

)
(

5
8
,
0
8
2
)
(

)
(

5
8
,
0
8
2
)
(

)
(

5
8
,
0
8
2
)

　
　
　
　
事
業
人
件
費

(
1
3
,
3
0
0
,
7
5
3
)
(

1
3
,
3
0
0
,
7
4
6
)
(

4
,
4
3
3
,
5
7
8
)
(

)
(

3
1
,
0
3
5
,
0
7
7
)
(

)
(

3
1
,
0
3
5
,
0
7
7
)

　
　
　
　
　
　
給
与
諸
手
当

9
,
9
4
0
,
5
3
7

9
,
9
4
0
,
5
3
5

3
,
3
1
3
,
5
1
0

2
3
,
1
9
4
,
5
8
2

2
3
,
1
9
4
,
5
8
2

　
　
　
　
　
　
通
勤
手
当

2
2
5
,
3
9
0

2
2
5
,
3
9
0

7
5
,
1
3
0

5
2
5
,
9
1
0

5
2
5
,
9
1
0

　
　
　
　
　
　
法
定
福
利
費

1
,
7
8
8
,
9
6
6

1
,
7
8
8
,
9
6
4

5
9
6
,
3
2
0

4
,
1
7
4
,
2
5
0

4
,
1
7
4
,
2
5
0

　
　
　
　
　
　
福
利
厚
生
費

5
2
,
5
3
0

5
2
,
5
2
7

1
7
,
5
0
8

1
2
2
,
5
6
5

1
2
2
,
5
6
5

　
　
　
　
　
　
退
職
給
付
支
払
負
担
金

1
,
2
9
3
,
3
3
0

1
,
2
9
3
,
3
3
0

4
3
1
,
1
1
0

3
,
0
1
7
,
7
7
0

3
,
0
1
7
,
7
7
0

　
　
　
　
事
業
経
費

(
1
,
8
6
0
,
8
7
2
)
(

1
,
8
6
0
,
8
6
7
)
(

6
2
0
,
2
8
6
)
(

)
(

4
,
3
4
2
,
0
2
5
)
(

)
(

4
,
3
4
2
,
0
2
5
)

　
　
　
　
　
　
通
信
費

1
8
5
,
3
3
0

1
8
5
,
3
2
9

6
1
,
7
7
6

4
3
2
,
4
3
5

4
3
2
,
4
3
5

　
　
　
　
　
　
事
務
用
品
費

6
9
,
5
7
0

6
9
,
5
6
8

2
3
,
1
8
8

1
6
2
,
3
2
6

1
6
2
,
3
2
6

　
　
　
　
　
　
事
務
機
使
用
料

1
1
1
,
9
7
2

1
1
1
,
9
7
0

3
7
,
3
2
2

2
6
1
,
2
6
4

2
6
1
,
2
6
4

　
　
　
　
　
　
賃
借
料

1
,
4
4
0
,
0
0
0

1
,
4
4
0
,
0
0
0

4
8
0
,
0
0
0

3
,
3
6
0
,
0
0
0

3
,
3
6
0
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
共
益
費

5
4
,
0
0
0

5
4
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

1
2
6
,
0
0
0

1
2
6
,
0
0
0

　
　
事
業
費
計

1
6
,
5
8
1
,
8
6
8

1
6
,
8
2
9
,
8
8
5

5
,
1
1
1
,
9
4
6

3
8
,
5
2
3
,
6
9
9

3
8
,
5
2
3
,
6
9
9

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

 令
和

0
4
年

0
4
月

0
1
日

か
ら

令
和

0
5
年

0
3
月

3
1
日

ま
で

公
益

社
団

法
人

　
全

国
宅

地
建

物
取

引
業

保
証

協
会

埼
玉

本
部

科
　

　
目

公
益

目
的

事
業

法
人

合
計

合
計
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（
単

位
：

円
）

苦
情

相
談

・
解

決
研

修
・

情
報

提
供

保
証

業
務

共
通

小
計

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

 令
和

0
4
年

0
4
月

0
1
日

か
ら

令
和

0
5
年

0
3
月

3
1
日

ま
で

公
益

社
団

法
人

　
全

国
宅

地
建

物
取

引
業

保
証

協
会

埼
玉

本
部

科
　

　
目

公
益

目
的

事
業

法
人

合
計

合
計

　
　
②
管
理
費

　
　
　
　
管
理
人
件
費

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

1
3
,
3
0
0
,
7
4
9
)
(

1
3
,
3
0
0
,
7
4
9
)

　
　
　
　
　
　
給
与
諸
手
当

9
,
9
4
0
,
5
3
6

9
,
9
4
0
,
5
3
6

　
　
　
　
　
　
通
勤
手
当

2
2
5
,
3
9
0

2
2
5
,
3
9
0

　
　
　
　
　
　
法
定
福
利
費

1
,
7
8
8
,
9
6
6

1
,
7
8
8
,
9
6
6

　
　
　
　
　
　
福
利
厚
生
費

5
2
,
5
2
7

5
2
,
5
2
7

　
　
　
　
　
　
退
職
給
付
支
払
負
担
金

1
,
2
9
3
,
3
3
0

1
,
2
9
3
,
3
3
0

　
　
　
　
地
方
本
部
会
議
費

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

3
,
9
5
7
,
3
7
8
)
(

3
,
9
5
7
,
3
7
8
)

　
　
　
　
　
　
地
方
総
会
費

2
,
1
7
7
,
7
3
5

2
,
1
7
7
,
7
3
5

　
　
　
　
　
　
幹
事
会
費

9
1
7
,
0
5
3

9
1
7
,
0
5
3

　
　
　
　
　
　
常
任
幹
事
会
費

1
2
9
,
5
8
9

1
2
9
,
5
8
9

　
　
　
　
　
　
監
査
会
費

3
0
,
0
6
8

3
0
,
0
6
8

　
　
　
　
　
　
総
務
財
務
委
員
会
費

9
6
,
2
1
8

9
6
,
2
1
8

　
　
　
　
　
　
そ
の
他
会
議
費

6
0
6
,
7
1
5

6
0
6
,
7
1
5

　
　
　
　
管
理
費

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

7
,
1
2
2
,
4
5
5
)
(

7
,
1
2
2
,
4
5
5
)

　
　
　
　
　
　
広
報
宣
伝
費

1
1
4
,
1
7
0

1
1
4
,
1
7
0

　
　
　
　
　
　
旅
費
交
通
費

1
,
7
4
5
,
8
2
0

1
,
7
4
5
,
8
2
0

　
　
　
　
　
　
通
信
費

1
8
5
,
3
3
2

1
8
5
,
3
3
2

　
　
　
　
　
　
什
器
備
品
減
価
償
却
費

2
7
,
3
1
3

2
7
,
3
1
3

　
　
　
　
　
　
事
務
用
品
費

6
9
,
5
6
8

6
9
,
5
6
8

　
　
　
　
　
　
顧
問
料

9
8
5
,
8
7
4

9
8
5
,
8
7
4

　
　
　
　
　
　
事
務
機
使
用
料

1
1
1
,
9
7
2

1
1
1
,
9
7
2

　
　
　
　
　
　
消
耗
品
費

3
0
,
4
7
0

3
0
,
4
7
0

　
　
　
　
　
　
賃
借
料

1
,
4
4
0
,
0
0
0

1
,
4
4
0
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
共
益
費

5
4
,
0
0
0

5
4
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
差
入
保
証
金
償
却
賃
料

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
保
険
料

1
9
,
3
2
0

1
9
,
3
2
0

　
　
　
　
　
　
会
費
徴
収
事
務
費

5
0
2
,
9
0
0

5
0
2
,
9
0
0

　
　
　
　
　
　
雑
費

2
5
9
,
7
1
6

2
5
9
,
7
1
6

　
　
管
理
費
計

2
4
,
4
0
4
,
5
8
2

2
4
,
4
0
4
,
5
8
2

経
常
費
用
計

1
6
,
5
8
1
,
8
6
8

1
6
,
8
2
9
,
8
8
5

5
,
1
1
1
,
9
4
6

3
8
,
5
2
3
,
6
9
9

2
4
,
4
0
4
,
5
8
2

6
2
,
9
2
8
,
2
8
1

評
価
損
益
等
調
整
前
当
期
経
常
増
減
額

△
1
6
,
5
8
1
,
8
6
8

△
1
6
,
8
2
9
,
8
8
5

△
5
,
1
1
1
,
9
4
6

2
5
,
7
9
8
,
8
0
0

△
1
2
,
7
2
4
,
8
9
9

1
,
4
3
9
,
2
5
5

△
1
1
,
2
8
5
,
6
4
4

当
期
経
常
増
減
額

△
1
6
,
5
8
1
,
8
6
8

△
1
6
,
8
2
9
,
8
8
5

△
5
,
1
1
1
,
9
4
6

2
5
,
7
9
8
,
8
0
0

△
1
2
,
7
2
4
,
8
9
9

1
,
4
3
9
,
2
5
5

△
1
1
,
2
8
5
,
6
4
4
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（
単

位
：

円
）

苦
情

相
談

・
解

決
研

修
・

情
報

提
供

保
証

業
務

共
通

小
計

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

 令
和

0
4
年

0
4
月

0
1
日

か
ら

令
和

0
5
年

0
3
月

3
1
日

ま
で

公
益

社
団

法
人

　
全

国
宅

地
建

物
取

引
業

保
証

協
会

埼
玉

本
部

科
　

　
目
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(
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額
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△
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△
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△
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△
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１．重要な会計方針

（1）　固定資産の減価償却の方法

什器備品・・・・・定率法による減価償却を実施している。

（2）　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしている。

（3）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

４．担保に供している資産

該当なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 (単位：円)

６．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合は除く。）などの偶発債務

該当なし

合　　　　　計 64,642,480 25,922,478 38,720,002

什器備品 642,480 642,478 2

差入保証金 64,000,000 25,280,000 38,720,000

合　　　計 77,253,602 (0) (36,000,000) (41,253,602)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

運営準備金積立資産 36,000,000 (0) (36,000,000) (0)

長期返還引当資産 41,253,602 (0) (0) (41,253,602)

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　（うち負債に対応
する額）

特定資産

長期返還引当資産 47,628,793 4,513,144 10,888,335 41,253,602

合　　　計 86,628,793 4,513,144 13,888,335 77,253,602

特定資産

運営準備金積立資産 39,000,000 0 3,000,000 36,000,000

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会埼玉本部 (単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産） 現金預金

 普通預金 埼玉りそな銀行

　さいたま営業部 運転資金として 5,418,798

　さいたま営業部 退会者等への返還分担金（短期保管分） 3,580,952

　さいたま営業部 手付金等保管口座として 0

武蔵野銀行

　浦和支店 運転資金として 13,134,083

　浦和支店 退会者等への返還分担金（短期保管分） 20,657,701

流動資産合計 42,791,534

（固定資産）
運営準備金積立資産 埼玉りそな銀行

　さいたま営業部
法定業務実施のため準備金として積立て
た資産

36,000,000

長期返還引当資産 埼玉りそな銀行
　さいたま営業部

退会者等への返還分担金（長期保管分） 41,253,602

特定資産合計 77,253,602

什器備品 協会旗 事務用 2

差入保証金 保証金 埼玉県宅建会館事務所借上げによる 38,720,000

その他固定資産合計 38,720,002

固定資産合計 115,973,604

　　資産合計 158,765,138

（流動負債）

事務手数料預り金 本店1件 供託未済による 40,000

会費預り金 本店9件 会費の預り額 54,000

返還金等預り金 返還分担金45件 退会者等への未払額（短期保管分） 24,238,653

預り金 源泉所得税他 源泉所得税預り金他 202,605

前受金 会費1件 翌年度会費 6,000

流動負債合計 24,541,258

（固定負債）

長期返還金等預り金 返還分担金77件 退会者等への未払額（長期保管分） 41,253,602

固定負債合計 41,253,602

　　負債合計 65,794,860

　　正味財産 92,970,278

財　　産　　目　　録
令和05年03月31日現在

貸借対照表科目
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１．資金の範囲

　　　資金の範囲には、現金、短期性の預金、未収金、前払金、仮払金、未払金、

　　前受金、仮受金、立替金、預り金を含めている。

　　　なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２．次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

科 目 前　期　末　残　高 　当　期　末　残　高

普 通 預 金 38,761,504 42,791,534

前 払 金 14,490 0

合 計 38,775,994 42,791,534

入 会 金 預 り 金 700,000 0

事務手数料預り金 0 40,000

分 担 金 預 り 金 2,100,000 0

会 費 預 り 金 54,000 54,000

返 還 金 等 預 り 金 17,810,470 24,238,653

預 り 金 173,793 202,605

前 受 金 0 6,000

合 計 20,838,263 24,541,258

次期繰越収支差額 17,937,731 18,250,276

収支計算書に対する注記
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監 査 報 告 書 

 

令和 5 年 4 月 19 日 

 

公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会埼玉本部 

本 部 長   飯 田  成 寿 殿 

 

監  査  秋 元 憲 一 ㊞ 
 

監  査  小 暮 基 弘 ㊞ 
 

監  査  池 田 正 一 ㊞ 
 

監  査  河 野 淳 二 ㊞ 
 

監  査  村 上 昌 巳 ㊞ 
 

私たち監査は、当本部の令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの令和 4 年度

の幹事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとお

り報告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

私たち監査は、幹事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備

に努めるとともに、幹事会その他重要な会議に出席し、幹事等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、当本部の

事務所において業務及び財産の状況を調査しました。 

 以上の方法によって、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討

いたしました。 

 さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類

及びその附属明細書並びに財産目録等について検討いたしました。 
 
２ 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

   ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当本部の状況を正し

く示しているものと認めます。 
   ② 幹事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 
  
 (2) 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等の監査結果 

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等は、当本部の財産及び損益の状

況をすべて重要な点において適正に表示しているものと認めます。 

 
以  上 
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本会は SDGs に賛同しその実現に向けて取り組んでいます。 

今年度から紙資源削減の為、試験的に総会資料をコンパクトに

させていただきました。 

見づらい箇所がございましたら本会 HP（下記 QR コード参照） 

にデータをアップしておりますのでそちらでご確認くだ 

さい。 

何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。 


